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Ĉ ホームレスの自立の支援を行う民間団体との連携に関する事項について
ホームレスの自立を支援する上では、ホームレスの生活実態を把握しており、ホームレスに
最も身近な地域のＮＰＯ、ボランティア団体、民生委員、社会福祉協議会及び社会福祉士会等
との以下のような連携が不可欠である。特にＮＰＯ、ボランティア団体は、ホームレスに対す
る生活支援活動等を通じ、ホームレスとの面識もあり、個々の事情に対応したきめ細かな支援
活動において重要な役割を果たすことが期待される。
ア 地方公共団体は、ホームレスと身近に接することの多い、ＮＰＯ、ボランティア団体、民
生委員、社会福祉協議会及び社会福祉士会等との定期的な情報交換や意見交換を行う。
また、行政、民間団体、地域住民等で構成する協議会を設け、ホームレスに関する各種の
問題点について議論し、具体的な対策を講じる。
イ 地方公共団体は、民間団体等に対して、実施計画や施策についての情報提供を行うほか、
各団体間の調整、団体からの要望に対して、行政担当者や専門家による協議を行う等各種の
支援を行う。
ウ また、ホームレスに対し、地方公共団体が行う施策について、これらの民間団体に運営委
託を行う等、その能力の積極的な活用を図る。

D̂ その他、ホームレスの自立の支援等に関する基本的な事項について
ア 近年の福祉行政をめぐる様々な課題の背景として、核家族化の進行や地域住民の相互のつ
ながりの希薄化が指摘されている。ホームレス問題についても、失業等に直面した場合に、
このような家族の扶養機能や地域の支援機能等の低下の中で、家族や地域のセーフティネッ
トが十分に機能しなくなっているという社会的孤立の問題が背景にあり、問題をホームレス
に特化したものとして考えるだけでなく、社会全体の問題としてとらえる必要がある。
このようなホームレス問題の解決を図るためには、ホームレスの自立を直接支援する施策
を実施するとともに、路上（野宿）生活を脱却したホームレスが再度路上（野宿）生活に陥
ることを防止し、新たなホームレスを生まない地域社会づくりを実現するため、以下のとお
り地域福祉の推進を図ることが重要である。
Ê 地域福祉の総合的かつ計画的な推進を図るため、住民の主体的な参加による都道府県地
域福祉支援計画や市町村地域福祉計画の策定を促進する。

Ë ＮＰＯや地域住民等によるボランティアの幅広い参加により、地域福祉を住民全体で支
え合う「共助」の社会の構築を目指し、ＮＰＯ等が活動しやすい環境づくりを支援する。

Ì 民生委員活動の円滑な遂行及び充実を図るとともに、研修等の推進を通じて、委員の資
質の向上を図る。

Í 認知症高齢者、知的障害者、精神障害者等のうち、判断能力が不十分なものに対して、
福祉サービスの利用支援や日常的金銭管理等の援助を行う日常生活自立支援事業の利用の
推進を図る。

イ 若年層の中には、不安定な就労を繰り返し、路上（野宿）生活に陥る者も少なからずいる。
これらの者は、勤労の意義を十分に理解していないこと、あるいはキャリア形成に対する意
識が低いこと等、様々な要因により、そのような状況に陥っていると考えられる。学校教育
の段階では、多様なキャリア形成に共通して必要な能力や態度の育成を通じ、とりわけ勤労
観や職業観を自ら形成・確立できるよう、各学校段階を通じた体系的なキャリア教育を推進
する。

３ ホームレス数が少ない地方公共団体の各課題に対する取組方針
ホームレス数が少ない地方公共団体においても、ホームレスの数が少ない段階で、きめ細かな
施策を実施することにより、ホームレスの増加を防ぐことが重要である。このため、以下の点を
踏まえ、積極的にホームレス対策を講ずる必要がある。
\ 地域に根ざしたきめ細かな施策を必要とするホームレス施策は、本来、市町村が中心となっ
て実施すべきである。しかしながら、市町村レベルでほとんどホームレスがいない場合には、
広域市町村圏や都道府県が中心となって、施策を展開することも必要であり、特に、施設の活
用については、広域的な視野に立った活用や、既存の公共施設や民間賃貸住宅等の社会資源の
活用を検討する。

] ホームレスのニーズを的確につかむためには、相談事業の実施が不可欠であり、福祉事務所
の窓口相談だけでなく、関係団体と連携しながら積極的に巡回相談を実施するとともに、個々
のニーズに応じて、雇用や住宅、保健医療等の関係部局と連携して対応する。

^ ホームレス対策の多くは、既存の福祉や雇用等の各種施策の延長上にあるため、既存施策の
実施や充実の際には、ホームレス問題にも配慮して実施する。

４ 総合的かつ効果的な推進体制等
\ 国の役割と連携
国はホームレス対策に関する施策の企画立案を行う。また、効果的な施策の展開のための調
査研究、ホームレス問題やそれに対する各種の施策についての地域住民に対する普及啓発、又
は関係者に対する研修等を行う。
さらに、地方公共団体や関係団体におけるホームレスの自立の支援に関する取組を支援する
ため、各種の情報提供を積極的に行うとともに、財政上の措置その他必要な措置を講ずるよう
努める。

] 地方公共団体の役割と連携
都道府県は、本基本方針に即して、市町村におけるホームレス対策が効果的かつ効率的に実
施されるための課題について検討した上で、必要に応じてホームレス対策に関する実施計画を
策定し、それに基づき、地域の実情に応じて計画的に施策を実施する。
その際、広域的な観点から、市町村が実施する各種施策が円滑に進むよう、市町村間の調整
への支援、市町村における実施計画の策定や各種施策の取組に資する情報提供を行う等の支援
を行うとともに、必要に応じて、自らが中心となって施策を実施する。
市町村は、本基本方針や都道府県の策定した実施計画に即して、必要に応じてホームレス対
策に関する実施計画を策定し、それに基づき、地域の実情に応じて計画的に施策を実施する。
その際、ホームレスに対する各種相談や自立支援事業等の福祉施策を自ら実施するだけでなく、
就労施策や住宅施策等も含めた、ホームレスの状況に応じた個別的かつ総合的な施策を実施す
るとともに、このような施策の取組状況等について積極的に情報提供を行う。
なお、実施計画を策定しない地方公共団体や策定過程にある地方公共団体においても、必要
に応じて、積極的にホームレスの自立支援に向けた施策を実施する。
また、地方公共団体において、ホームレスの自立支援に関する事業を実施する際には、関係
団体と十分連携しつつ、その能力の積極的な活用を図る。

^ 関係団体の役割と連携
ホームレスの生活実態を把握し、ホームレスにとって最も身近な存在であるＮＰＯ、ボラン
ティア団体、社会福祉協議会等の民間団体は、ホームレスに対する支援活動において重要な役
割を担うとともに、地方公共団体が行うホームレスに対する施策に関し、事業の全部又は一部
の委託を受ける等、行政の施策においても重要な役割を担っている。
その際、関係団体は、自らが有する既存の施設や知識、人材等を積極的に活用して事業を行
うよう努めるとともに、地方公共団体が自ら実施する事業についても積極的に協力を行うよう
努めるものとする。

５ 基本方針のフォローアップ及び見直し
本基本方針については以下のとおり見直しをすることとする。

\ 本基本方針の運営期間は、この告示の公布の日から起算して５年間とする（ただし、当該期
間中に法が失効した場合には、法の失効する日までとする。このほか、特別の事情がある場合
には、この限りではない。）。š

œ


		2013-07-30T15:39:01+0900
	C=JP, O=National Printing Bureau, CN=Vice President
	国立印刷局
	（なし）




